
 

 

 ～ 製造品出荷額等，付加価値額は３年連続で増加 ～ 

 製造品出荷額等は，10 兆 3428 億円で全国 10 位，付加価値額は，３兆 2059 億円で全国 10 位 

□ 製造品出荷額等は，13業種・13市町で増加し，中国・四国・九州地方で 12年連続 1位 

□ 付加価値額は，17業種・15市町で増加し，中国・四国・九州地方で 5年連続 1位 

 

平成 28年経済センサス‐活動調査（製造業分）調査結果の概要（従業者 4人以上の事業所） 

 

１ 概況 

 

 

 

 

 

 

  

事業所数は４回ぶりに増加し，従業者数は３回連続の増加となった。製造品出荷額等・付加価値額は，

いずれも３年連続の増加となった。 

なお，製造品出荷額等は全国 10位（前年 10位），付加価値額は全国 10位（前年 11位）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）事業所数・従業者数 

事業所数は5661事業所（26年比11.3％増）

で，平成 26年と比較して増加した。（表 2，図

4）平成 28年の事業所数の全国順位は 13位で，

平成 26年の 15位から順位を 2つ上げた。（表

1） 

従業者数は，21 万 1902 人（26 年比 1.1％

増）で，平成 26年と比較して増加した（表 2，

図 4）。平成 28 年の全国順位は 10 位で，平成

26年と同順位であった。（表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 （2）製造品出荷額等・付加価値額 

製造品出荷額等は 10 兆 3428 億円（前年

比 8.1％増）で，前年と比較して増加した。

（表 3，図 5）平成 27年の製造品出荷額等の

全国順位は 10位で，前年と同順位であった。

（表 1，図 1・5） 

付加価値額は 3 兆 2059 億円（前年比

12.9%増）で，前年と比較して増加した。（表

3，図 5）平成 27年の付加価値額の全国順位

は 10位で，前年の 11位から順位を 1つ上げ

た。（表 1，図 2・5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 産業別の状況 

（１）事業所数 ～上位 3 業種は金属製品，食料，輸送機～ 

事業所数は，5661事業所〔26年比 11.3%増（575事業所増）〕となり，4回ぶりに増加した。 

産業中分類別で事業所数が最も多いのは，金属製品で 756 事業所（構成比 13.4％），次いで食

料 656事業所（構成比 11.6％），輸送機 627事業所（構成比 11.1％）の順となった。上位 3業種

は，輸送機が平成 26年の 4位から 3位へ順位を上げたほかは平成 26年と同じ順位で，全体の 3

割以上（36.0％）を占めている。（図 6・表 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年と比較して増加したのは，輸送機（124 事業所増），金属製品（85 事業所増），繊維

（72 事業所増）など 22 業種であり，減少したのは，情報機器（2 事業所減）であった。化学に

は増減がなかった。（表 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（２）従業者数 ～上位 3 業種は輸送機，食料，生産用機器～ 

従業者数は，21万 1902人〔26年比 1.1％増（2387人増）〕となり，3回連続の増加となった。 

産業中分類別で従業者数が最も多いのは，輸送機で 5万 820人（構成比 24.0％），次いで食料 2

万 7565人（構成比 13.0％），生産用機器 2万 531人（構成比 9.7％）の順となった。上位 3業種

は，平成 26年と同じ順位で，全体の 5割近く（46.7％）を占めている。（図 7・表 6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年と比較して増加したのは，輸送機（2741 人増），金属製品（1091 人増），繊維（865

人増）など 12業種であり，減少したのは，生産用機器（881人減），電気機器（871人減），情報

機器（734人減）など 12業種であった。（表 7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３）製造品出荷額等 ～上位 3 業種は輸送機，鉄鋼，生産用機器～ 

製造品出荷額等は，10兆 3428億円〔前年比 8.1％増（7743億円増）〕となり，3年連続の増加

となった。 

産業中分類別で製造品出荷額等が最も多いのは，輸送機で 3兆 4549億円（構成比 33.4％），次

いで鉄鋼 1兆 3286億円（構成比 12.8％），生産用機器 8362億円（構成比 8.1％）の順となった。

上位 3業種は，前年と同じ順位で，全体の 5割以上（54.3％）を占めている。（図 8・表 8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，輸送機（7269億円増），電子部品（2698億円増），金属製品（252

億円増）など 13業種であり，減少したのは，鉄鋼（1652億円減），生産用機器（589 億円減），

はん用機器（383億円減）など 11業種であった。（表 9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（４）付加価値額 ～上位 3 業種は輸送機，電子部品，生産用機器～ 

付加価値額は，3兆 2059億円〔前年比 12.9％増（3654億円増）〕となり，3年連続の増加とな

った。 

産業中分類別で付加価値額が最も多いのは，輸送機で 8509億円（構成比 26.5％），次いで電子

部品 3370億円（構成比 10.5％），生産用機器 3311億円（構成比 10.3％）の順となった。上位 3

業種は，電子部品が前年の 12 位から 2 位へ順位を上げ，生産用機器が前年の 2 位から 3 位へと

順位を下げた。上位 3業種で，全体の 5割近く（47.4％）を占めている。（図 9・表 10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，電子部品（2649億円増），輸送機（911億円増），情報機器（700

億円増）など 17業種であり，減少したのは，鉄鋼（587億円減），化学（355億円減），生産用機

器（346億円減）など 7業種であった。（表 11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（５）現金給与総額 ～３年連続で増加～ 

現金給与総額は，9893 億円〔前年比 1.4％増（133 億円増）〕となり，3 年連続増加となった。

（図 10，表 12） 

産業中分類別で現金給与総額が最も多いのは，輸送機で 2778 億円（構成比 28.1%），次いで生

産用機器 1047 億円（構成比 10.6%），食料 809 億円（構成比 8.2%）の順となっており，上位 3

業種で，全体の 5割近く（46.8%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，輸送機〔前年比 3.8％増（102億円増）〕，情報機器〔前年比 65.3％

増（68 億円増）〕，金属製品〔前年比 9.0％増（50億円増）〕など 16 業種であり，減少したのは，

生産用機器〔前年比 10.2％減（119億円減）〕，はん用機器〔前年比 7.0％減（39億円減）〕，食料

〔前年比 2.9％減（24億円減）〕など 8業種であった。（図 11，表 12） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（６）原材料使用額等 ～３年連続で増加～ 

原材料使用額等は，6 兆 8776 億円〔前年比 5.8％増（3762 億円増）〕となり，3 年連続増加と

なった。（図 12，表 13） 

産業中分類別で原材料使用額等が最も多いのは，輸送機で 2兆 6595億円（構成比 38.7％），次

いで鉄鋼 1兆 546億円（構成比 15.3％），生産用機器 4878億円（構成比 7.1%）の順となってお

り，上位 3業種で，全体の約 6割（61.1%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，輸送機〔前年比 32.6％増（6538億円増）〕，化学〔前年比 12.8％

増（321億円増）〕，金属製品〔前年比 6.9％増（117億円増）〕など 11業種であり，減少したのは，

鉄鋼〔前年比 10.4％減（1221 億円減）〕，情報機器〔前年比 59.0％減（955 億円減）〕，はん用機

器〔前年比 15.4％減（389億円減）〕など 13業種であった。（図 13，表 13） 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（７）有形固定資産投資総額（従業者 30 人以上の事業所） ～３年連続で増加～ 

有形固定資産投資総額は，4438 億円〔前年比 12.2％増（482 億円増）〕となり 3 年連続増加と

なった。（図 14，表 14） 

産業中分類別で有形固定資産投資総額が最も多いのは，電子部品で 1893億円（構成比 42.6%），

次いで輸送機 833億円（構成比 18.8%），鉄鋼 424億円（構成比 9.6％）の順となっており，上位

3業種で，全体の約 7割（71.0%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，電子部品〔前年比 71.9％増（792億円増）〕，輸送機〔前年比 10.9％

増（82億円増）〕，プラスチック〔前年比 33.9％増（71億円増）〕など 6業種であり，減少したの

は，生産用機器〔前年比 43.1％減（99 億円減）〕，鉄鋼〔前年比 18.2％減（94 億円減）〕など 15

業種であった。（図 15，表 14） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（８）リース契約額（従業者 30 人以上の事業所） ～２年ぶりに増加～ 

リース契約額は，908 億円〔前年比 761.5％増（803 億円増）〕となり，2 年ぶりに増加となっ

た。（図 16，表 15） 

産業中分類別でリース契約額が最も多いのは，電子部品で 798億円（構成比 87.9%），次いで輸

送機 67 億円（構成比 7.4%），食料 20 億円（構成比 2.2%）の順となっており，上位 3 業種で，

全体の 9割以上（97.5%）を占めている。（図 17，表 15） 

前年と比較して増加したのは，電子部品〔前年比 72732.5％増（797億円増）〕，輸送機〔前年比

16.0％増（9億円増）〕，食料〔前年比 67.7％増（8億円増）〕など 10業種であり，減少したのは，

ゴム〔前年比 76.1％減（3 億円減）〕，印刷〔前年比 79.8％減（3 億円減）〕，生産用機器〔前年比

31.9％減（2億円減）〕など 12業種であった。（表 15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（９）リース支払額（従業者 30 人以上の事業所） 

リース支払額は，236億円〔前年比 3.3％増（8億円増）〕となった。 

産業中分類別でリース支払額が最も多いのは，輸送機で 73 億円（構成比 31.1％），次いで電子

部品 73 億円（構成比 31.1％），化学 23 億円（構成比 9.7％）の順となっており，上位 3 業種で

全体の 7割以上（71.9%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，電子部品〔前年比 30.0％増（17億円増）〕，窯業〔前年比 1127.4％

増（4億円増）〕，化学〔前年比 20.3%増（4億円増）〕など 7業種であり，減少したのは，電気機

器〔前年比 74.8％減（6 億円減）〕，プラスチック〔前年比 49.0%減（5 億円減）〕，印刷〔前年比

36.0%減（2億円減）〕など 14業種であった（図 18，表 16） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（10）工業用地（従業者 30 人以上の事業所） 

事業所敷地面積は，4429 万 5473 ㎡

〔前年比 1.1％減（48万 9164㎡減）〕

となった。 

産業中分類別の構成比をみると，鉄鋼

（25.4％），輸送機（24.1％），化学

（8.3％）の順となっている。（図 19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（11）工業用水（従業者 30 人以上の事業所） 

１日当たりの工業用水使用量（淡水

及び海水）は，770 万 7428 ㎥〔前年

比 3.4％減（27万 1333㎥減）〕となっ

た。 

水源別の構成比をみると，淡水

（87.7％），海水（12.3％）となってお

り，前年と比較すると淡水が 0.4 ポイ

ント上がった。（図 20-1） 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

産業別の構成比をみると，鉄鋼

（69.7％），化学（21.1%），輸送機

（5.5％）の順となっている。（図 20-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３ 従業者規模別の状況 

（１）事業所数 ～100 人未満規模の事業所が９割以上を占める～ 

事業所数の最も多いのは，従業者規模「4～9人」で 2430事業所（構成比 42.9％），次いで「10

～29人」で 2071事業所（構成比 36.6％），「30～99人」で 818事業所（構成比 14.4％）となっ

ており，100人未満規模の事業所数が 5319事業所と全体の 9割以上（94.0％）を占めている。（図

21） 

 

 

（２）従業者数 ～100 人以上規模の事業所が６割近くを占める～ 

従業者数の最も多いのは，従業者規模「300人以上」で 7万 7488人（構成比 36.6％），次いで

「30～99人」で 4万 2842人（構成比 20.2％），「100～299人」で 4万 1465人（構成比 19.6%）

となっており，100 人以上規模の事業所における従業者数が 11 万 8953 人と全体の 6 割近く

（56.1％）を占めている。（図 22） 



 

 

（３）製造品出荷額等 ～100 人以上規模の事業所で約８割を占める～ 

出荷額の最も多いのは，従業者規模「300人以上」で 6兆 7752億円（構成比 65.5％），次いで

「100～229人」で 1兆 4712億円（構成比 14.2％）となっており，100人以上規模の事業所にお

ける出荷額が 8兆 2464億円と全体の約 8割（79.7％）を占めている。（図 23） 

 

 

（４）付加価値額 ～100 人以上規模の事業所で７割以上を占める～ 

付加価値額の最も多いのは，従業者規模「300人以上」で 1兆 8904億円（構成比 59.0％），次

いで「100～229人」で 4881億円（構成比 15.2％）となっており，100人以上規模の事業所にお

ける付加価値額が 2兆 3785億円と全体の 7割以上（74.2％）を占めている。（図 24） 

 

 



 

 

４ 市町別の状況 

 （１） 事業所数 ～広島市，福山市，呉市で６割近くを占める～ 

市町別で事業所数が最も多いのは，広

島市で 1395 事業所（構成比 24.6％），

次いで福山市  1371 事業所（構成比

24.2％），呉市 511事業所（構成比 9.0％）

の順となっており，この 3市で全体の 6

割近く（57.9％）を占めている。（図 25） 

平成 26 年と比較して増加したのは，

広島市（156 事業所増），福山市（144

事業所増），呉市（82事業所増）など 20

市町で，減少したのは，大竹市（1事業

所減），安芸高田市（1 事業所減）の 2

市町であった。竹原市は増減がなかった。

（表 17） 

 

 

 

 

 

 

（２） 従業者数 ～広島市，福山市，呉市で５割以上を占める～ 

市町別で従業者数が最も多いのは，広島市で

5 万 4792 人（構成比 25.9％），次いで福山市

が 3万 8240人（構成比 18.0％），呉市が 2万

1542 人（構成比 10.2％）の順となっており，

この 3 市で全体の 5 割以上（54.1％）を占め

ている。（図 26） 

平成 26 年と比較して増加したのは，呉市

（1531人増），広島市（785人増），府中町（610

人増）など 11市町で，減少したのは，府中市

（305 人減），三原市（218 人減），北広島町

（196 人減）など 12 市町であった。（表 18） 

 

 

 

 

 



 

 

 （３） 製造品出荷額等 ～広島市，福山市，呉市で約６割を占める～ 

市町別で製造品出荷額等が最も多いのは，広

島市で 3 兆 35 億円（構成比 29.0％），次いで

福山市が 2 兆 1448 億円（構成比 20.7％），呉

市が 1 兆 835 億円（構成比 10.5％）の順とな

っており，この 3市で全体の約 6割（60.3％）

を占めている。（図 27） 

前年と比較して増加したのは，広島市（2889

億円増），府中町（2248 億円増），東広島市

（1530 億円増）など 13 市町で，減少したの

は，尾道市（274 億円減），府中市（251 億円

減），竹原市（208億円減）など 10市町であっ

た。（表 19） 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 付加価値額 ～広島市，福山市，東広島市で６割以上を占める～ 

市町別で付加価値額が最も多いのは，広島市

で 1 兆 114 億円（構成比 31.5％），次いで福山

市が 5801 億円（構成比 18.1％），東広島市が

4560億円（構成比 14.2％）の順となっており，

この 3市で全体の 6割以上（63.9％）を占めて

いる。（図 28） 

前年と比較して増加したのは，東広島市（1829

億円増），福山市（1472億円増），広島市（586

億円増）など 15 市町で，減少したのは，府中

町（617 億円減），府中市（113 億円減），北広

島町（110 億円減）など 8 市町であった。（表

20） 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


